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特記仕様書 

 

本仕様書は、上尾市が発注する上尾市ひとり親家庭・生活困窮者等学習支援業務を受注

する者（以下「受注者」）の業務について必要な事項を定めるものである。 

 

１ 委託業務名 

上尾市ひとり親家庭・生活困窮者等学習支援業務 

 

２ 委託期間 

  令和７年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

 

３ 委託業務の目的 

 この事業は、ひとり親家庭・生活困窮者等の児童の学習支援や進学・悩み相談に応じ

ることで日常的な生活習慣（学習習慣）の確立、学力の向上を図り、また、他者との交

流ができる社会的な居場所を確保し、将来の安定的な就業につなげることを目的とする。 

 

４ 委託業務の対象者 

本事業の対象者は、市内に在住する次の要件に該当する児童（以下「対象児童」という。）

及びその保護者とする。 

⑴ ひとり親家庭等 次に該当する者 

児童扶養手当の支給を受けているひとり親家庭及び養育者家庭の小学校５、６年生、 

中学生及び高校生相当であること。ただし、児童扶養手当を受給していない者であっ

ても、市内に在住するひとり親家庭等で、児童扶養手当の支給を受けている者と同様

の所得水準にある者が監護している小学校５、６年生、中学生及び高校生相当につい

ても対象とする。 

 

⑵ 生活困窮者等 次のアまたはイに掲げる要件のいずれかに該当する者 

ア 現に経済的に困窮し、生活困窮者自立相談支援事業を利用している世帯であって、

市長が支援を必要と判断した世帯の小学校５、６年生、中学生及び高校生相当であ

ること。 

イ 生活保護法の被保護者世帯で、市長が支援を必要と判断した小学校５、６年生、

中学生及び高校生相当であること。 

 

⑶ その他市長が必要と認める者であること。 

 

５ 委託業務の内容 

  受注者は、次に掲げる支援を実施するものとする。 

⑴ 学習支援（会場型）：およそ年２８０回（市内全会場の合計回数） 

発注者が指定する会場において、対象児童の個々の状況に応じた学習を実施し、生活
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習慣（学習習慣）を定着させ、基礎的な学力の向上を図る。 

実施日数は、発注者が定める年間スケジュールを原則とし、１回の時間はおおむね１

２０分とする。ただし、台風等の風水害等により危険が及ぶ可能性がある場合や会場側

のやむを得ない事情により市長が学習支援（会場型）の中止を判断した場合、受注者は

対象者へ中止に伴う連絡などの対応を行うこととする。 

受注者は、発注者から対象者の情報を取得した後、面談等により、対象児童の学習へ

の意欲や学習レベル等の状況を把握し、対象児童の環境や習熟度、特性に応じたマッチ

ングを行い、支援員を配置する。配置人数は、支援員１名に対し対象児童３名以内とす

る。また、外国にルーツがあり個別支援が必要な児童の場合、支援員 1 名に対し対象児

童１名とする。なお、支援員の年齢や性別が偏らないよう注意し、対象児童の特性によ

り適当である者を配置する。 

受注者は実施会場ごとに次のいずれかの者（以下、有資格者と略す。）を１名以上配置

することとする。有資格者は、社会福祉士又は精神保健福祉士、教員免許、社会教育主

事任用資格、保健師、公認心理師、臨床心理士の資格のいずれかを有する者であり、対

象者のうち、特に配慮する必要がある者に対し、学習支援実施前後において、必要に応

じて学習に関する相談や日常生活における様々な相談に対応できる者であること。また、

学習支援（自宅型）、家庭訪問、電話やメールの手段により学習支援（会場型）への参加

の呼びかけや相談支援（電話等、訪問型）を実施できる者であること。 

受注者は対象者のうち、特有の不安やストレスに特に配慮する必要があると発注者と

の協議により判断した者に対しては、有資格者を支援員として配置するか、または、支

援員による学習支援の前後における有資格者によるフォローアップを実施する。教材に

ついては、対象者が所有する教材の他、著作権を考慮した上で受注者が用意する教材を

使用し、個々の状況に応じた効果的な学習支援を行う。 

また、学校や家庭以外の場として、児童が安心して通うことができ、参加しやすい居

場所づくりに努めること。 

 

⑵ 学習支援(自宅型)：およそ年２５０回 

訪問による学習支援が妥当であると発注者が判断した対象児童に対し、１名当たり１

回に１２０分を上限とし、支援員が家庭を訪問する。また、対象児童の保護者に対して

は、子どもの養育に必要な知識、進学に必要な公的支援の情報提供等を行う。 

また、家庭内において支援員との関わりを通して安心できる空間の提供に努めること。 

 

⑶ 相談支援（電話等）：およそ年３００回 

対象児童の学習に関する相談や日常生活における様々な相談に随時対応する。学習支

援に参加していない対象児童に対しては、電話やメールの手段により、学習支援への参

加の呼び掛け及び相談、支援を行う。対象児童の保護者に対しては、子どもの養育に必

要な知識、進学に必要な公的支援の情報提供等及び進路等の相談を行い、配慮が必要な

対象者に関しては発注者、教育委員会、学校、児童相談所、保健所などと連携し、適宜

対応する。 
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なお、発注者から依頼がある場合は必ず実施し、その他は随時必要に応じて実施する

ものとする。 

 

⑷ 相談支援（訪問型）：およそ年１８０回 

対象児童の学習に関する相談や日常生活における様々な相談に随時対応する。 

なお、生活保護受給世帯又は生活困窮世帯で、新規に学習支援の対象となり同意書の

提出があった世帯においては、必ず１回は面談により学習支援への参加の呼びかけを行

う。なお、発注者より指定がある場合は、この限りではない。また、対象児童の保護者

に対しては、子どもの養育に必要な知識、進学に必要な公的支援の情報提供等及び進路

等の相談を行い、配慮が必要な対象者に関しては発注者、教育委員会、学校、児童相談

所、保健所などと連携し、適宜対応する。 

なお、参加呼びかけを行う対象児童は、会場に来ることが精神的に困難な場合もある

ため、参加呼びかけを行う支援員と会場型の支援員は同じ者であることが望ましい。 

 

⑸イベントの開催 

年に２回以上、対象児童の学習意欲を高めるため、また社会体験を増やすためのイベ

ントを行う。イベントは、発注者に計画書の提出を事前に行い、承認されたものを開催

する。 

 

⑹その他 

対象者の日常生活や進学のために必要な支援について、発注者と協議の上で適宜支援

を行う。 

 

６ 実施場所及び予定人数 

⑴ 学習支援（会場型）：発注者が指定する市内６カ所の会場 

※実施場所の詳細については、受注者に対して後日お知らせします。 

※実施場所の予約については、発注者が行うものとします。 

※市内６会場の合計定員数は１５０名（各会場の人数は会場規模等に合わせて適宜対応）。 

※令和６年度の会場情報（場所は秘匿情報につき非公開） 

南 教 室（月曜日）・・・市が指定する会場①（予定児童数２５名） 

北 教 室（火曜日）・・・市が指定する会場②（予定児童数２５名） 

中央教室（水曜日）・・・市が指定する会場③（予定児童数２５名） 

新規教室（木曜日）・・・市が指定する会場④（予定児童数２５名） 

東 教 室（金曜日）・・・市が指定する会場⑤（予定児童数２５名） 

西 教 室（土曜日）・・・市が指定する会場⑥（予定児童数２５名） 

 

⑵ 学習支援（自宅型）及び相談支援（訪問型） 

対象児童の家庭又は面談室など発注者が指定する場所 

※イベントについてはこの限りでない。 
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７ 事業の実施体制 

適正に業務を遂行するため、本業務の目的を十分に理解し以下の人材を配置すること。 

⑴  統括責任者の配置 

発注者や関係機関との連絡調整、学生等の支援員募集・選定・家庭訪問調整のほか、会

場管理者、支援員（各会場１名以上の有資格者）の配置等、事業の統括を行うこと。 

⑵  会場管理者の配置 

事業の実施場所に、支援員の指導・調整、会場運営に係る管理、教材作成など対象児

童の支援に必要な資料の作成などの事前準備をする会場管理者を配置すること。 

また、対象児童の環境や習熟度に応じたマッチングを行い、支援員を配置すること。 

対象児童の出欠状況を管理し、欠席している対象児童に対して参加の勧奨や相談支援を

行うよう支援員と連携すること。 

 さらに、外国にルーツがある個別支援が必要な児童がいる場合、発注者と協議の上、

個別支援員を配置すること。 

⑶  支援員の配置（会場型） 

ひとり親家庭・生活困窮者等の対象児童の福祉の向上に対し、適切な生活支援や学習

支援等ができる者であること。 

⑷ 支援員（有資格者）の配置 

５（１）参照。 

 

８ その他留意事項 

業務の実施にあたっては、対象者の安全面に対し、十分な対策を講じること。 

⑴ 対象者においてトラブルが発生した場合は、受注者が対応し、速やかに発注者に報告

するものとする。ただし、受注者のみにおいての対応が困難である場合については、

発注者と協議して対応するものとする。 

⑵ 事故や災害、様々な障害等の緊急事態が発生した場合に備えて、緊急時の安全体制を

整備し、発注者に書面にて提出すること。 

⑶ 発注者が主催する事業（年に最大２回行う学習支援教室に通う児童対象の料理教室

等）の開催に協力をすること。なお、この事業協力は５の⑸のイベントには含まない

こととする。 

⑷ 埼玉県、発注者などが行う事業の協力を求めた場合、相談に応じること。 

 

９ 支援員及び有資格者の名簿提出及び研修実施報告 

⑴ 受注者は、支援員及び有資格者として選定された者を登録する従事者登録名簿を作成

し、業務履行開始前日までに提出すること。業務受託期間中に統括責任者、会場管理

者、支援員、有資格者の変更があった場合には直ちに従事者登録名簿を変更し、提出

するものとする。 

⑵ 全ての支援員及び有資格者に対して、人権研修及び個人情報保護の研修を実施するこ

と。また、学習指導経験がない者に対しては、必要に応じ学習支援に係る研修を実施
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し、研修内容を発注者へ報告をすること。 

 

１０ 運営に要する経費について 

  委託料には、以下の経費が含まれる。 

⑴ 人件費 

報酬（支援員及び有資格者はその時点の埼玉県最低賃金以上／ｈ）、必要に応じて社

会保険料、交通費など 

⑵ 事業費 

ア 事務用消耗品及び備品購入費 

イ 通信運搬費（携帯電話代、郵便・送料代） 

ウ その他事業に必要なもの 

⑶ 保険料 

    受注者は、本事業を実施するに当たって対象者及び支援員並びに有資格者が傷害又

は損害賠償責任を負った場合に補償を受けることができる保険に加入し、責任を負う

ものとする。また、加入した保険の保険証券の写しを発注者に提出すること。 

 

１１ 検証 

⑴ 事業実施に係るアンケート調査等 

各年度の支援開始時と終了時に、対象者へアンケート調査を実施し、比較等による

効果の検証を行うこととする。なお、アンケートの内容については、事前に発注者と

協議の上、作成するものとする。 

⑵ 事業の効果及び改善点等の報告 

(1)の検証結果とともに、事業の実施方法の改善点等について、支援員及び有資格者

のアンケート調査等をもとに取りまとめ、各年度終了時に発注者に報告すること。 

 

１２ 報告書及び業務完了通知書の提出 

⑴ 月間報告 

各月ごとに、当該月に行った業務に係る発注者指定の報告書「学習支援（会場型）

報告書」「教室別参加実人数報告書」「教室参加状況（月間）報告書」「対象児童別支援

状況報告書」「対象区分別支援状況報告書」「対象児童支援状況報告書」を作成し、業

務完了通知書とともに遅滞なく翌月の報告会(年間１２回)に提出をすること。ただし、

３月分においては３月末日までとする。 

その他特記事項を記載した報告書を作成し、業務完了通知書とともに、遅滞なく翌

月の報告会（年１２回）において提出すること。ただし、３月分については、３月末

日までとする。 

⑵ 年間報告書 

年度終了後、速やかに、次の書類を提出すること。 

ア 年間報告書 

イ 年間収支決算報告書 
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ウ １１の⑵を集計した報告書 

エ その他発注者が、必要と認める書類 

⑶ 業務完了後 

業務完了後、速やかに次の書類を提出すること。 

ア 業務完了通知書 

イ その他発注者が必要と認める書類 

 

１３ 業務の適正な実施に関する事項 

⑴ 業務の再委託の禁止 

受注者は、受注した業務の主たる部分を第三者に委託し、又は請け負わせることは 

できない。 

⑵ 個人情報保護 

受注者及び支援員は、本事業において個人情報を取り扱うにあたり、個人情報の保

護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）に基づき、その取扱いに十分留意し、

漏えい、滅失及び毀損の防止その他個人情報の保護に努めるとともに業務委託契約約

款を遵守すること 

 ⑶ 禁止行為 

本事業を実施するにあたり、下記の事項について禁止するものとし、受注者は禁

止行為に該当することがないよう、支援員等を雇用する際に入念に研修・支援員等

へのフォロー体制を整えることとする。 

   ア）本事業で知り得た個人情報を使用し、対象者と業務以外の目的で連絡をとるこ

と。 

   イ）対象者に、支援員等が個人的な連絡先を教えること。 

   ウ）対象者に、暴言・暴力行為等を行うこと。 

   エ）上記ア～ウの他、本事業の信用を著しく失墜する行為。 

 

１４ 委託料の支払い 

⑴ 支払いは月払いとする。 

⑵ 月ごとの支払額は、各年度契約額を１２月で等分した額とし、端数が出た場合は、最

終支払月で調整するものとする。 

⑶ 受注者は、発注者による業務履行の確認を受けた後、委託料の支払請求書を発注者に

提出すること。 

⑷ 発注者は、受注者からの支払請求書に基づき、委託料を支払うものとする。 

 

１５ その他 

⑴ 本仕様書に明示のない事項又は業務遂行上疑義が生じた場合には、双方で協議し円滑 

に対処するものとする。なお、変更があった場合は変更契約を結ぶものとする。 

⑵ 見積額は、履行期間の総額（税抜き）とし、総額の積算根拠として、別紙「見積金額

内訳書」を見積書に添えて提出するものとする。 


